
 

 

平成 26 年 11 月 17 日 

各   位 

会 社 名 株式会社 ビジネス・ブレークスルー

代表者名 代表取締役社長      大前 研一 

（ コード番号 2464  東証マザーズ ） 

問合せ先 代表取締役副社長    伊藤 泰史 

（ TEL. 03-5860-5530 ） 

 
当社子会社による株式の取得（孫会社化）に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社である株式会社アオバインターナショナルエデユケイショナルシステムズは、

平成26年11月17日開催の取締役会において、以下のとおり現代幼児基礎教育開発株式会社の全株

式を取得し、子会社化（当社の孫会社化）することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

  当社連結子会社である株式会社アオバインターナショナルエデユケイショナルシステムズ

（以下、「子会社アオバ」）は、1976年に「アオバジャパン・インターナショナルスクール」

を設立し、１歳から高校生までの共学一貫校を運営しております。また、平成26年９月には、

国際バカロレア（ＩＢ）の中等教育プログラム（ＭＹＰ）の認定候補校となったことで、

全教育プログラム（ＰＹＰ、ＭＹＰ、ＤＰ）の認定候補校になり、平成２７年度中の国際

バカロレア（ＩＢ）の認証取得に向け取り組んでおります。 

一方、現代幼児基礎教育開発株式会社は、東京都中央区晴海エリアにおいて１歳から６歳ま

でを対象に、英語・中国語を含む語学教育に加え、バレエ、ピアノ、空手、算盤などの知育・

体育レッスンにも注力するなど、特色のあるグローバル教育方針を基礎とする「ＪＣＱバイリ

ンガル幼児園」を運営しております。 

子会社アオバが同社株式を取得することにより幼児教育における体制の強化、提供地域の拡

大を図り、子会社アオバの運営する「アオバジャパン・インターナショナルスクール」の初等

部教育との相乗効果も期待できると判断いたしました。 

当社グループがこれまで取り組んできた「世界で活躍できるグローバルリーダーの育成」

に向け、インターナショナルスクール事業の更なる強化を図り、当社グループ全体で１歳

から大学院、ビジネスパーソンまで一気通貫で教育プログラムを提供する「生涯教育のプラッ

トフォーム」として更なる事業発展を目指してまいります。 

 

 

 



 

２．株式を取得する子会社の概要 

（１）名 称 株式会社アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ 

（２）所 在 地 東京都練馬区7-5-1 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 柴田 巌 

（４）事 業 内 容 インターナショナルスクール事業、語学学校 

（５）資 本 金 61百万円 

（６）設 立 年 月 日 昭和51年５月18日 

 

３．異動する孫会社（現代幼児基礎教育開発株式会社）の概要 

（１）名 称 現代幼児基礎教育開発株式会社 

（２）所 在 地 東京都中央区晴海1-8-2 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 一木 茂 

（４）事 業 内 容 幼児園、各種塾等の運営 

（５）資 本 金 10万円 

（６）設 立 年 月 日 平成25年２月１日 

（７）大株主及び持分比率 古川 詩琦子 100% 

（８）上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態               

決 算 期 平成26年３月期 

純 資 産 237千円 

総 資 産 51,016千円 

１ 株 当 り 純 資 産 2,375.16円 

売 上 高 211,173千円 

営 業 利 益 1,180千円 

経 常 利 益 1,610千円 

当 期 純 利 益  149千円 

１株当り当期純利益 1,491.16円 

 

４．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 古川 詩琦子 

（２）住 所 東京都江東区 

（３）上場会社と当該個人 

との取引の関係等 
該当事項はありません。 

 

 

 

 

 



 

５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株主数 ０株（議決権の数：０個、議決権所有割合：０％） 

（２）取 得 株 式 数 100株（議決権の数：100個） 

（３）取 得 価 額 現代幼児基礎教育開発株式会社の普通株式 185百万円 

（４）異動後の所有株式数 100株（議決権の数：100個、議決権所有割合：100％） 

 

６．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 平成26年11月17日 

（２）株式譲渡契約締結日 平成26年11月17日 

（３）株 式 譲 渡 日 平成26年11月21日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件連結子会社による当該会社の株式取得が当期連結会計年度の連結業績に与える影響は軽

微と考えておりますが、今後、公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成26年10月31日公表分）及び前期連結実績   （単位：百万円） 

 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期連結業績予想 

（平成27年３月期） 
3,725 254 248 119 

前期連結実績 

（平成26年３月期） 
3,065 254 248 136 

 


